
令和６年度

壬生町水道事業会計補正予算
（ 第 ３ 号 ）

栃木県下都賀郡壬生町





（総　則）

第１条　令和６年度壬生町水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出の補正）

第２条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

　　（科　　目）  

　　　収　　　　　　入  

第１款　水道事業収益  

　第２項　営業外収益

　　　支　　　　　　出  

第１款　水道事業費用  

　第１項　営業費用  

　第２項　営業外費用  

（資本的収入及び支出の補正）

第３条　予算第４条本文括弧書を「（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３５１，

　０４７千円は、過年度分損益勘定留保資金５１，１８３千円、当年度分消費税及び地方消

　費税資本的収支調整額３３，６７６千円、当年度分損益勘定留保資金２６６，１８８千円

　で補てんするものとする。）」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正す

　る。

　　（科　　目）  

　　　収　　　　　　入  

第１款　資本的収入  

　第１項　企業債  

　第２項　工事負担金

　第３項　国庫補助金

　　　支　　　　　　出

第１款　資本的支出  

　第１項　建設改良費  

　第２項　企業債償還金 121,149千円 1,627千円

24,707千円 △5,449千円 19,258千円

122,776千円

27,250千円 63,320千円 90,570千円

196,627千円 590,875千円

（既決予定額） （補正予定額） （計）

273,099千円 195,000千円 468,099千円

101,957千円 137,871千円 239,828千円

50,000千円 80,000千円 130,000千円

2,784千円

683,760千円 684,760千円

394,248千円

68,126千円

37,413千円

544,853千円

40,197千円

令和６年度壬生町水道事業会計補正予算（第３号）

598,555千円

558,942千円

587,250千円

69,126千円

（既決予定額）

1,000千円

1,000千円

（計）（補正予定額）

△14,089千円

△11,305千円
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（継続費の補正）

第４条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（企業債の補正）

第５条　予算第６条に定めた起債の限度額を次のように改める。

　　（起債の目的）

水道事業

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正）

第６条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

　　（科　　目）

(1) 職員給与費

（たな卸資産購入限度額）

第７条　予算第１０条中「１４，４７３千円」を「９，２４３千円」に改める。

壬生町長　小　菅　一　弥

年度
年割額
（千円）

1　資本的支出
1　建設改

良費

北部配水場第
２配水池耐震
補強工事

款 項 事業名
総　額
（千円）

270,000

令和6年度

令和7年度

令和8年度

176,000

0

94,000

　令和７年２月２７日提出

69,238千円 △4,432千円 64,806千円

（既決予定額） （補正予定額） （計）

（既決予定額） （補正予定額） （計）

50,000千円 80,000千円 130,000千円
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水道事業会計補正予算に関する説明書
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令 和 ６ 年 度 壬 生 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

令和６年度壬生町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

令 和 ６ 年 度 壬 生 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

注 記 表

継 続 費 に 関 す る 調 書
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収　　入 (単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計

1 水道事業収益 683,760 1,000 684,760

2 営 業 外 収 益 68,126 1,000 69,126

3 雑 収 益 18,273 1,000 19,273

支　　出 (単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計

1 水道事業費用 598,555 △ 11,305 587,250

1 営 業 費 用 558,942 △ 14,089 544,853

1 原水及び浄水費 133,362 △ 10,000 123,362

2 配水及び給水費 69,729 △ 4,432 65,297

3 総 係 費 81,722 343 82,065

2 営 業 外 費 用 37,413 2,784 40,197

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

19,296 24 19,320

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

18,116 2,760 20,876

収　　入 (単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計

1 資 本 的 収 入 101,957 137,871 239,828

1 企 業 債 50,000 80,000 130,000

1
建設改良費等の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

50,000 80,000 130,000

2 工 事 負 担 金 24,707 △ 5,449 19,258

1 工 事 負 担 金 24,707 △ 5,449 19,258

3 国 庫 補 助 金 27,250 63,320 90,570

1 国 庫 補 助 金 27,250 63,320 90,570

款 項 目

令和６年度壬生町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目

資本的収入及び支出

款 項 目
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支　　出 (単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計

1 資 本 的 支 出 394,248 196,627 590,875

1 建 設 改 良 費 273,099 195,000 468,099

1 配水施設整備費 259,697 200,000 459,697

2 メ ー タ ー 費 13,402 △ 5,000 8,402

2 企業債償還金 121,149 1,627 122,776

1 企 業 債 償 還 金 121,149 1,627 122,776

款 項 目
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（単位：円）

１.業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 80,721,116

減価償却費 271,651,377

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,004,271

貸倒引当金の増減額（△は減少） 211,635

長期前受金戻入額 △ 49,830,343

受取利息及び受取配当金 △ 23,000

支払利息 19,318,636

固定資産除却費 2,476,026

未収金の増減額（△は増加） 12,531,795

未払金の増減額（△は減少） △ 51,659,748

その他流動負債の増減額（△は減少） 3,635,103

たな卸資産の増減額（△は増加） 118,830

未払消費税等の増減額（△は減少） △ 18,115,747

小計 272,039,951

利息及び配当金の受取額 23,000

利息の支払額 △ 19,318,636

業務活動によるキャッシュ・フロー 252,744,315

２.投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 393,387,086

国庫補助金等による収入 109,828,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 283,559,086

３.財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 130,000,000

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 122,775,440

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,224,560

資金増加額（又は減少額） △ 23,590,211

資金期首残高 818,864,233

資金期末残高 795,274,022

令和６年度壬生町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）
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１．固　定　資　産 （単位：円）

(1) 有形固定資産

ｲ 35,954,221

ﾛ 830,891,245

△ 306,155,169 524,736,076

ﾊ 9,518,687,314

△ 4,444,682,234 5,074,005,080

ﾆ 2,095,840,397

△ 1,309,172,867 786,667,530

ﾎ 2,838,914

△ 2,037,991 800,923

ﾍ 10,096,636

△ 9,050,411 1,046,225

ﾄ 19,845,000

6,443,055,055

(2) 投 資

ｲ 0

0

6,443,055,055

２．流　動　資　産

(1) 現 金 預 金 795,274,022

(2) 未 収 金 112,786,154

貸 倒 引 当 金 △ 1,394,152 111,392,002

(3) 貯 蔵 品 118,830

(4) 有 価 証 券 1,600,000

908,384,854

7,351,439,909

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 合 計

構 築 物

減 価 償 却累 計額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却累 計額

車 両 及 び運 搬具

減 価 償 却累 計額

工具器具及び備品

減 価 償 却累 計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

投 資 有 価 証 券

減 価 償 却累 計額

令和６年度壬生町水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資  産  の  部

土 地

建 物
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３．固　定　負　債 （単位：円）

(1) 企 業 債

ｲ
建設改良に要する
企 業 債 1,396,402,797

1,396,402,797

(2) 引 当 金

ｲ 修 繕 引 当 金 3,071,000

3,071,000

固定負債合計 1,399,473,797

４．流　動　負　債

(1) 企 業 債

ｲ
建設改良に要する
企 業 債 123,123,138

123,123,138

(2) 未 払 金 77,909,100

(3) 引 当 金

ｲ 賞 与 引 当 金 5,535,360

5,535,360

(4) その他流動負債 11,082,962

217,650,560

５．繰　延　収　益

(1) 長 期 前 受 金 2,379,715,679

(2) 収益化累計額

1,308,795,708

2,925,920,065

６．資　　本　　金 3,592,634,459

７．剰　　余　　金

(1) 資 本 剰 余 金

ｲ 受贈財産評価額 892,000

ﾛ 10,996,593

11,888,593

(2) 利 益 剰 余 金

ｲ 減 債 積 立 金 270,000,000

ﾛ 利 益 積 立 金 90,000,000

ﾊ 建設改良積立金 380,000,000

ﾆ 当年度未処分利益剰余金 80,996,792

820,996,792

832,885,385

4,425,519,844

7,351,439,909負 債 資 本 合 計

資  本  の  部

その他資本剰余金

資 本 剰 余金 合計

利 益 剰 余金 合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 合 計

負  債  の  部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

△ 1,070,919,971

繰 延 収 益 合 計
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１ 重要な会計方針に係る事項

(1) 有形固定資産の減価償却の方法

・減価償却の方法　　定額法

・主な耐用年数

建物 10～50年

構築物 10～60年

機械及び装置 8～20年

器具及び備品 4～15年

車両運搬具 4～ 5年

(2) 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

退職手当の支給については、栃木県市町村総合事務組合で共同処理しており、水道

事業会計からも定期的な負担金を拠出している。また、それ以外の追加費用について

は、発生の見込みがないため、退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金

職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため

当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

ウ 修繕引当金

会計基準改正前に計上してあった修繕引当金を計上している。

エ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計

上している。

(3) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表等に関する注記

(1) 引当金の取崩し

ア 賞与引当金の取崩し

令和６年度において、期末手当、勤勉手当およびそれらに係る法定福利費として、

１６，６０７千円を支給することとなるため、賞与引当金４，５３２千円を取り崩す

予定である。

イ 貸倒引当金の取崩し

令和６年度において、債権の不納欠損による損失に対し、貸倒引当金９４千円を

取り崩す予定である。

３ その他の注記

新会計基準移行に係る経過措置

(1) 修繕引当金に関する経過措置

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例に

より取り崩すこととする。

注　　記　　表
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